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インターネット調査の適用可能性と限界

一― データ科学の視点からの考察―一

Internet Surveys:A Revie、 /of Several Experiinental Results

―
Applying Data Science Approach to the Exploration of lnternet Surveys― ―――

Noboru OHsIP,II

Rapid development in the survey methods available on the WorldヽVide Web(1ヽr、VW)iS
having a maiOr impact on conventional survey data collection methods  The 、vide range of

opinions has given rise to an ongoing debate regarding the future role of lnternet surveys(in
particular,ヽ Fヽeb surveys)based On the role that self― administration v7ill play in research  We

started by arranging a practical procedure for electronic data collection on the Web surveys

experilnentally designed frol■ l the viewpoint of“ data science''

Ainling to verify the applicability,possibilities,and lilnitations ofヽ 「ヽeb survey methods,、 Fe

conducted three experilnental surveys during the period fronl 1997 to 2000  They v√ ere

designed to enable comparison vパ th each other and v√ ith traditional rnethods such as face― to―

face interviews and online surveys using conventional sampling procedures  These surveys
provided informative results about the characteristics of Web surveys

ln the nrst survey, consisting of 12 continual surveys of a single panel of registrants, vァ e

exanlined the relationship between the response rates and the questionnaire's design,volume and

content, as well as response rate ditferences among the 12 surveys and the discrepancies in

repeated surveys  ln the second experimental survey,、 ′e carried out Web surveys at about the

same tilne on three dilferent sites together、 ′ith non― internet surveys using conventional sani

pling methods  Our experimental design enabled objective comparison of the sulAreys by using

as lnuch identical questionnaire design as possible  Our experinlental surveys sllowed that llreb

survey results are siinilar to each other M7hile distinctively diflering fronn those of conventional

surveys  ln the third experilnental survey,v′ e silnultaneously carried out a series of compara―

tive surveys in order to exanline the general characteristics ofヽ Veb surveys found during the

second experilllental survey  Except that the number of sites used vァ as two instead of three,the

third experimental surveys were carried out in the same v′ ay as in the second trial  ヽヽre

cOnirnled the results that the same characteristics v√ ere evident again in the second survey  We

also found that how the registrants of the surveys(named“ resources")ヽアere selected and v√hether

the interval between solicitation and survey v「 as short or long would be factors influencing the

ans、 rers and response― rate  We also found that the respondents do not necessarily represent the

resources

ln addition,as an addendum in this paper,vre report partly the results of a fourth experiinen―

tal survey、「hich has been carried out in 2001 to 2002 and compare it with the indings of the

previous three trials  ln particular,v′ e also analyze the itenlized causes of“ nonresponse''on the

datasets obtained fron■ the tracking procedure of tracing electronically each respondent On the

WヽVW  The fourth survey consists ofヽ Veb surveys on three separate sites v/hile the other

surveys v′ ere based on conventional sampling methods(eg, face― to― face intervievls and mail
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surveys) lヽrhile、/e use the same questionnaire design,content,and duration as those used in the
past surveys,v/e also attempt to exanline ho、 F the questionnaire design has in■ uenced responses
Through these experilnental surveys, an appropriate route to how to design a lヽ reb survey,

evaluate its quality and avoid possible risks or perils in design is proposed frOn■ the concept of

“data science"

1. ま え が  き

最近,調査環境が大きく変化したと言われる.こ こ
でいう「調査」とは,いわゆる社会調査 (意識調査,態
度調査等),そ して俗にアンケート調査と言われるよう

な分野を指す.と くに,イ ンターネットの普及により,

電子的に調査データを取得する環境が整い,いわゆる

インターネット調査が今後の調査の主流のように考え

る風潮すらある。

インターネット調査 (Internet survey)と は,未だ
明確な定義があるわけではないと筆者は考えるが,一
般には,電子メール調査 (e mailsurvey)や Web調
査 (ヽVeb―based survey)と 呼称される調査法を言う。

また,イ ンターネット上で行うアンケー ト調査として,

既に国内には無数のアンケー ト・サイ トが WWW上
に登場しており,そ の数はちょっと数えてもゆうに百
数十を越える。その多くは,Webページ上に調査票を
掲載して回答を求めるWeb調査型が多いのである
が,電子メール方式を併用する場合もある。
インターネット調査については,い まだ不透明な要
素が多 く,従来からの統計理論に支えられた科学的な
調査法とは一線を画して考えるべきものであるとの指

摘も多 く,筆者も同じように考える一人である.しか
しながら,論評や批半Jはあっても, これを研究対象と
して真剣に取 り組む姿勢は,ほ とんど見られなかった。

実は, これに関連して,数年前に文部科学省科学研
究費の助成を受ける機会を得たことをきっかけに,実
験調査を行う機会を得て, また調査機関・企業の協力

により,一連の実験調査を行うことができた.こ れは,

インターネット調査の調査法としての問題点がどこに

あるかを検証する国内で始めて試みであり,そ の実験
調査の結果は,既にいくつか報告され,ま た引用もさ
れている(国 'レ 0]他 ).

その一つとして,1999年に統計数理研究所の公開講

演会において「インターネット調査とそれを巡る諸間

題」をテーマに,次の四つの講演が行われた (1999年
11月 )。

(1)調査環境の変化と新しい調査法の抱える問題
林 知己夫 (統計数理研究所 )

(2)電子調査,そ の周辺の話題一一電子データ取得
法の現状 と問題点一一

大隅 昇 (統計数理研究所 )
(3)マ ーケティングにおけるインターネット調査
の現状と課題

横原 東 (電通リサーチ研究開発部 )
(4)イ ンターネット調査にみられる回答者像,そ の

特性

吉村 宰 (岡山大学教育学部 )

この主旨は,そ の後,「統計数理」に要旨記事 として

掲載されている(L司 れ円四 )。 ここで,筆者は,かなりの

ページを割いてインターネット調査の現状の問題点や

実験調査から分かってきた特性等に触れた。また,2000

年 11月 には,ω輿論科学協会の創立記念講演会の演者

として,や はリインターネット調査の実状について述
べる機会を得た(PJ)。 本報告は,こ れらの場で述べたこ

とを元にし,整理したものである。
いずれにしても,筆者はインターネット調査につい

て非常に慎重な立場を取っており,ま た従来型の調査

法との関係にこだわってきた。換言すると,従来型の

調査方法からインターネットを観察したときに,あ る
いは両者を比較したとき,その間に一体どのような類

似性や差異があるのかが,ま ず初めの関心事であった.

現状のインターネット調査の使われ方には,少なくと

もこうした視点はなく, もっぱら「早 く,迅速に」「簡
単,平易に」「安 く,安価に」実施できて, しかもそれ
なりのサンプル数を確保できる調査法として認識され

てきた。しかし,こ こに大きな誤 り,誤解があるので
はないか, というのが筆者の主張であり, また懐疑的

に思ってきたところである。しかも,こ こ数年,IT(情

報技術)の環境が激変し,いわゆるITバブルとなっ

て,あ ちこちで IT関連企業の経営状況が危うくなり,

インターネット調査についても,そ の多くが,投資効
果に対する収益性が深刻な問題となっている。しかし,

マーケティング・ リサーチの世界では,イ ンターネッ
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る。この調査の特徴は回答個票まで含む全情報が,開
示されていることにある。そのことから, このサイト

にアクセスする人が非常に多い.そ の他,FIND/SVP
による調査 (American lnternet User Survey;http://

indsvp com/,Clemente鴨 や ニール セ ンの調 査

(Nielsen lnernet Demographics Recontact Study)等

もある.も ちろん, この他にも調査会社やマーケティ
ング企業が独自に行っている無数のインターネット調

査やそのサイトがある.ま た,かなり前から,いわゆ
る電子メール調査を初め,後述する電子的調査情報取
得の研究に関連して,無数の関連研究が報告されてい
る。また PC側の′情報としてマシーンが何台あるか,サ
イトカれ くヽつあるか,と いう調査 (た とえば,Internet

Domain Survey;http://www isc org/ds/)も あり,こ

うした結果は多 くの場合広 く開示されている。

一方,日 本国内の事情をみると,ま ずインターネッ

ト・ユーザー数が常に問題になるが (つ まり調査対象

とすべき母集団とは何かを考える意味で),そ の推定数

さえ,『平成 13年情報通信白書』(総務省,2001)と『イ

ンターネット自書 2001』 (イ ンプレス,2001)と を比べ

ただけで,すでに千数百万人も違っており,こ れを利
用すること自体 に疑間がある。この他,Nielsen/

NetRatings,ビデオリサーチネットコム等多数の類似

の推計があるが,大同小異,いずれもその推計値には
差異が大きい(L勾 ).カロえて,昨今の携帯電話の普及によ

り,携帯電話上でのインターネット利用が日常的 と
なったことから, こうした統計指標の信憑性が怪しく

なっている.

また,近時点の情報 として,『インターネット白書
2002』 (イ ンプレス,2002)があるが,こ こでは約 4,620

万人のインターネット・ユーザー数があると推計して

いる.し かしそこで行われた調査方法も,推計値の一
つの例にすぎないと考えるべきである。また,携帯電
話の普及で, とくにインターネット環境の利用が可能
となったことで,こ れを介してのインターネット・ユー

ザー数が急増し,こ れも合わせると,6,000万人を越え

るのではないかという推計もある.

しかも,実態はたえず動いており, こうした状況下
で全体のインターネット・ユーザー数を正確に捕捉す

る手段はない.つ まりは,調査を行う際に拠 り所とな
る母集団に相当する情報が既に曖昧なのである。しか

しそもそも,イ ンターネットの仕組みそのものを考え

たとき,母集団云々という議論がおかしいと言う意見
もある。この点で既に従来型調査と比較する意味がは

たしてあるのか, という素朴な疑間も生まれるのであ

る。このことをもって,そ のような′性格を備えるから
こそインターネット調査は信頼できないとの意見が出

る一方,いや,それだからこそ新しい調査法として別
の視点から検討すべきであり,利用法も異なるのであ
るから比較することに既に意味がない, という意見の

対立が生じる。

現在,イ ンターネット・ユーザーの特性について,一

般的に言われていることは,年齢は次第に若年層・高
齢層の両裾に広がっていること,性別も女性が増えて,

いまや家庭の主婦にまで及んでいること,ま た,職業
も特定な業種 (技術職など)か ら多様に広がる傾向に

あること等が指摘されている。また,ネ ットワーク技

術が進歩し,誰もがコンピュータを持つようになり,イ

ンターネット・ユーザーが国民全体を代表するように

なりそうだ,と いうようなことがいわれるようになっ

ている。しかし, こうした議論や意見には,明 らかな

論拠がなく,現時点では筆者には納得できない事が多
すぎる。

3.イ ンターネット調査に対する欧米の考え方の差
里

ところで,筆者の理解では, 日本は欧米 とはそもそ
も調査環境が大いに異なり,そ のことがインターネッ
ト調査をどう考えるかという根本的な部分で食い違い

を生じていると思われることである。日本のように,従

来型の調査,つ まり,住民基本台帳や有権者選挙人名
簿に則ってサンプリングを行ったり,調査対象を捕捉
するような調査が可能な環境は,世界的にみて珍しい
ことであろう.欧米, とくに米国ではこのようなこと
ができないので,当然,別のことを考えるわけで,そ
のような研究のカテゴリーの一つが,CASIC(Com_
puter― Assisted SuⅣ ey lllformation Collection)~Cあ

りCADAC(COmputer― Assisted Data Collection)で

ある(Couper“ ],Saris剛).これらは電子的にデータ・

情報をどう取得するかの方法論の研究であり,行政統
計資料の電子的収集,電子政府移行も含めて,あ らゆ
るものがこういう枠組みの中で研究されている.イ ン

ターネット調査の場合にも,フ ェイス・ トゥ。フェイ
スではなくて,マ シン・ トゥ・マシンを前提 とする調
査法であるとの認識から議論が始まっている.いわゆ

るRDD方式による電話調査 も,そ のような枠組みの
中で議論 され,そ れが CATI(Computer Assisted
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TelephOne lnterviewing)の ような具体的な調査方式

として定着してきたと考えられる。 これが,米国にお
ける研究の方向だと筆者は受けとめているわけだが,

一方,日本の場合は,こ れとはかなり異なることに留
意せねばならない.日本では,今までは統計的な調査
方法に忠実な,す ぐれた調査環境を利用できたことか
ら,電子的に調査データを取得するというCASICの
ような発想やそれに関する研究が遅れていたと言わざ

るを得ないのである。

実際,CA,つ まり「コンピューター・アシステッド
(Computer― Assisted)Jの 付 くシステムが欧米には無

数にある.そ の中の一つに CATI(COmputer― Assisted

Telephone lnterviewing)が ありCAPI(Computer―

Assisted Personal lnterviewing)が あ る (de
Leeuw[]).ま た,日本国内ではほとんど知られること

のなかった「ディスク・バイ。メール方式J(disk―by

mail)と いう,フ ロッピーディスクに調査票を入れ,郵

送で (つ まり,snailで )情報をやり取 りする調査方式

まで利用されていた。また,早い時期に,eメ ール調査

が不U用されてもいた (de Leeuw「 ])。 こうした広い視
点, しかも長い時間軸の中で,展開されてきた調査法
の歴史の延長線上にインターネット調査がある.と く

に,電子化された (RDD方式に基づく)電話調査の延
長線上に,イ ンターネット調査を位置付けてきたこと

がある。

4.イ ンターネット調査とその分類

インターネット調査とは,一般的には,「電子メール

調査 。eメ ール調査J(e―mail survey)や Web調査
(lVeb― based surveyあ るい |ま Ⅵ碕b survey)が 凌うる.

同時に,電子調査 (electrOnic survey)と いう言い方
もよく引用されるが, この範疇で考えれば,電子的媒
体を使うほとんどの方法はここに入る (た とえば,従
来からあるファクシミリ調査 )。 また,イ ンターネット

調査と従来の調査法とは,本質的にその仕組みが異な
るものである.従って,前述のように,従来の調査と
比べること自体,本質的に意味がないとの意見もある.

実際に,筆者の知る限りは,いわゆる統計学の分野の

専門家が,イ ンターネット調査に深 く関わってきたlall

は少なく, ときに「インターネット調査は駅前調査で

あるJと 言ってはばからない人もいる.一方,調査関
連分野,マ ーケティング・リサーチ分野では,イ ンター

ネット調査と称した (しかし,実態はとても調査とは

言えないような)行為を無節操に行っている場合も散
見されるのが現実である.

インターネット調査の特性を知るとき,あ るいは検
証する際に,留意せねばならない事項は無数にある。つ

まり,それくらい分からないことが多い,あ るいは多
かったということである。筆者らが,1997年から2000

年にかけて行ってきた実験調査の結果から (第 1次調

査～第 3次調査まで),どのような事象が生じ,ま たど

んな事に留意すべきかについては,折 りをみて報告し
てきた鮮民告書 L切 等を参照されたい)。 ここでは紙面の

制約もあるので,主要なキーワードを述べるとしよう.

まず,イ ンターネット調査で必ず問題となることが ,

回答者の捕捉方法である。いわゆるデータ取得は「セ

ルフ・セレクション」 (self selectiOn;自 己参加型)が
一般的である。後で示す例の多くはセルフ・センクショ

ンで行った調査結果である。セルフ・センクションは

回答者が自主的に手を挙げて答えるということであり

(「 この指とまれJ方式),ま た,多 くは統計的な意味で
のサンプリング操作を伴わない。したがって,登録者
集団 (筆者等は, これを独自に「リソースJと 名付け

た)を ,いかに構築するかということに完全に依存す
ること,ま たリソースの特性をどう評価するのかが間

題となることがある。たとえば,そ の鮮度 (リ ソース

構築の時期が新しいか,古いか)の見極めといったこ
とがキーになる。実は,イ ンターネット調査を左右す

る答えの一つがこのリソース構築であることが,実験
調査から見えてくるが, こうした実査現場における情

報は一般にはほとんど知られることがないことに,現
実の問題がある。

では,こ のことを念頭に,イ ンターネット調査には

どのような種類があるのかが次の問題となる。 もちろ
ん,イ ンターネット調査方式の分類は,い ろいろな分
け方が考えられ,ま た実際に様々の研究がある (た と

えば,COuperわ ],」onesp],Dillmanい ]).異論もあろうか

と思うが,今 までの実験調査の経験から得た日本国内
の事情を考慮し,Web調査の形態を「回答者の捕捉の
あり方」から分類すると,パネル型,リ ソース型,オ ー

プン型の 3つ のタイプに分けられる (図 1)。 オープン

型が果して調査といえるのかどうかは問題ではあるの

で, ここでは主にリソース型をどう考えるかが要点に

なる.な お,リ ソース型を,リ ソース内オープン方式 ,

属性絞 り込み方式, リソース内サンプリング方式と分

けたが,リ ソース内サンプリング方式 (構築したリソー

スからサンプリングを行うという方式)は筆者等が始
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パネルタイプ リソースタイプ オープンタイプ

WWW上 での広告・告知によって調
査協力の意思のある者を募集して登

録化し,そ の全員に対して複数回の

調査を継続的に行う方法.登録者は
数千人程度のことが多い。

WWW上 での広告・告知によって調
査協力の意思のある者を募って登録

し(リ ソース化),そ の中から実査の

対象を選ぶ.登録者は数万人～十数

万人規模におよび,現時点の Web
調査サービスの中心となる方法であ

る. これはさらに 3つ に分類して考

えられる.

WWW上 に調査票を公開し,バナー
広告などで調査協力を広く呼びかけ

る. ここでは特定の個人に対しては

調査への協力依頼は行わない.認知
度の高い検索サービスサイトの「イ

ンターネット・ユーザー・プロアィー

ル調査J等はこの方法で行われるこ

とが多い。

リソース内オープン方式 属性絞り込み方式 リソース内サンプリング方式

登録者を対象者にバナー広告などで

調査への協力を呼びかける.特定の

個人への調査協力依頼は行わない。

調査対象を特定の性,年齢,職業な
どで絞り込み,条件を満たす該当者
に調査依頼 の依頼電子 メールや

Web調査票を送る方法.多 くの場
合,目標回答数が得られた時点で調

査が打ち切られることが多い.

登録者集団 (リ ソース)の 中から無

作為に調査対象者を選び,前 もって

調査依頼の電子メールを送 り,続い

てWeb調査票に回答を行う方法.

図 l Web調査の分類

めて試みた方式であり,現在のところ, これは他では
使われていない。一般に多 く使われている方式は,絞
りこみ方式やリソース内オープン方式である.こ こで

は,回答者の絞 りこみを行い,た とえば男性 20代が
100人集まったら終わり (打ち切 り), というような方

式を言うが, こうした調査対象者捕捉法を用いるもの

を調査というべきか,熟考を要する。
ここで, リソースの構築ひとつを考えても,一時的
に時間を止めなければ数字 (登録者数)が確定しない。

しかしどこかで時間を止めると,そ の後にメールのア

ドレス変更等が生じる等,様々の トラブルが生じる.大

まかに言えば,筆者等が行ったことは,リ ソースを決
め (一時的に登録者集団を固定し),それからサンプリ

ング (無作為抽出)を行うが,そ の際に登録者の合意

を取って,その合意者に調査票を発信するという方式
をとるということである。

インターネット調査の最大の利点とされてきたこと

は,「速い (迅速)J,「簡単にできるJ,「経費が安いJと

いったことであるが,以上の操作を忠実に行うことを

考えただけでも,そ う容易ではなく,さ らに,調査票
の回収時あるいは回収後に生じる様々な事象を考える

と,決 して迅速にできるものでもない。また質の高い

調査データを取得するためには,イ ンターネット調査

システムを構築するための基盤整備が必須であり,す
なわち調査経費が安価であるということも疑わしい。

たとえば,今 までの実験調査で体験した諸事象の幾
つかを列記してみる.最終的にデータを確定するまで
にどんな検討事項が出てくるかというと,ま ず登録者

集団 (リ ソース)か ら必要な計画標本数をサンプリン

グするが,既にここでアドレス変更があり,未着があ
る,し たがって,有効に発信された数がいくつあった
か分らないことがある, どうかすると途中で登録解消

が入ってくることもある。また,調査サイトのシステ
ム設計にもよるが (最近は技術改善により, こうした

事象は少ないのだが),回答が重複して届くとか,未登

録者が介入することもある.つ まり,われわれが従来

やってきた調査のように,回収率すら正確には定義で

きない状況が生じる。このため,回収率ではなく,有
効回答数 (率),有効参加数 (率)等を考えねばならい。

もちろん,サイトの設計によってこれらの状況は異な

るのだが, こうした
′
情報はほとんど開示されることが

ない。つまり,重複回答の確認,代理回答・不正回答・
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虚偽回答の確認,(計画サンプル,つ まり発信対象者 )
の中の未回答数の確認,接触数 (調査票を見ただけで

回答しない数),回答数の最終確定方法と有効回答数の

確認,等々挙げると際限がない。また,調査内容 。結
果に影響を与える要素として,イ ンセンティブ (謝礼),

匿名性や多名性等も検討事項となる.

この他,調査計画全体が,コ ンピュータ上で行われ
ることから, とくに管理サーバマシーン上の トラブル

という,イ ンターネット調査特有の現象も無視できな

い.た とえば,サーバマシーンの突然のダウン,調査

票設計 ミスから回答取得がこぼれてしまう現象,回答
者側のマシーンとサーバの不具合による回線切断現

象,等々,こ れまた様々な現象を体験することとなる。

さらに最近は,登録者の個人情報の守秘 (プライバシー

保護問題),ハ ッカーなどの攻撃から保護するためのセ

キュリティ管理,セ キュリティ・システムの実装や暗

号化処理技術への対応などへの配慮も必須の要件とな

る.

要は, これらの事象や現象が,現実には表に現れる
ことなく,イ ンターネット調査の陽の部分,利点のみ
が強調されることに問題がある.少なくとも調査法と
しての信頼を得るためには,負の部分にも言及し,そ
れらをどう解決するかの議論がなされねばならない

が,現状はきわめて貧しい状況にある。筆者等が,複
数の調査機関。会社 とのコラボレーションを計画し,ま

た調査現場における実験調査を計画した理由の一つ

は, ここらを検証し可能な範囲で情報開示を行うこと

を考えたからである。実際,実験調査に参加いただい

た各機関には,こ うした情報の取得を含めて,き わめ

て好意的にご協力をいただけたことは幸運であった .

いずれこうした情報の開示を行うことための,準備を
進めているところである。

この他の問題として,母集団をどう考えるか (現実
にはほとんど不可能である),回答の代表性等々いろい

ろなことが言われている。それに対して, どのような

アイテムをどう扱わなければならないか,と いうこと

は実験調査を通じて筆者なりに整理してきたが,紙面
の都合でここではこれ以上は取 り上げない (D".日な

ど参照)。 インターネット調査を調査法の一つとして利

用するというからには,こ うした視点で,その特性を

客観的に検証することが肝要とだけ指摘しておこう.

第 1号 (通巻 56号 )

5。 研究の発端と背景

以上で,いわゆるインターネット調査の現実がいか

なるものかの概要は示せたと思うので,次に, こうし

た研究を始めた端緒,そ してなぜそのようなことが必

要と考えるに至ったかを,述べてみたい.こ のことは,

データ科学の精神に沿って (少なくとも筆者の考える

方向として),進めてきた実証研究であり,ま たその経

緯の概略を述べることがデータ科学の考え方を立証す

る一つの方法と考えたからである.

実は,筆者が当初考えていたことは,電子調査やイ
ンターネット調査の研究が主ではなく,いわゆる自由

回答の取得法や,そ こで得たテキス ト型データ (tex

tual data)の 解析方法の研究であった.こ れに関する

研究は,フ ランスの知己であり友人である Ludovic

Lebart氏他と,こ こ十数年近 く行ってきたテキスト型

データ解析の方法論の研究に関連している.こ うした

研究について,10年程前にはほとんど関心を示す者は

なかったが, ここ4,5年前から自由回答設間の解析に

関して頻繁に問い合わせが くるようになった。イン

ターネット調査を行うと電子的手段を通じて自由回答

がたくさん取れる,回答者のナマの声が聞ける, また

テキスト・マイニング・ツールを用いることですばら

しい結果が得られるというのである.実際, ここ数年
の間に,テ キスト・マイニングを標榜する多数のソフ

トウェアが登場 している (大隅囲 P司 ,ll・l参照 )。 しか

し,Web調査で取得したというデータを貰って分析を
行ってみると, どうも芳しい結果が得られない,デー

タ取得方法に問題があるのではないか, との疑間を抱

くようになった。 とくに,イ ンターネット調査を使っ
て,廉価に,ク ォリティが高い自由回答データが豊富
に得られるというような風説に納得できない,本当に

そうなのかということから,では,イ ンターネット調
査とはそもそも何であるのか,それを知るためにも実

際に実験調査をやろうということになった .

目的はまず,自 由回答の取得方法の実験にあったと

はいえ,ま ずはインターネット調査がどう機能するか

ということ,ま たそのための実験調査をどうデザイン

するか, ということが要点となる.こ のとき,実際の

調査現場 と同じ状況下で,あ る一定期間調査を継続し

て行い,ま た複数回行うことを考えた。また,ほ とん

ど同時的に,異なる複数のサイトで,調査票も設問構

成も同じとし, また従来型調査で実績のある質問を採

用し,従来型の調査と比べるという方式を採用した。同
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時に他の従来型調査法に則った調査 (オムニバス調査 ,

オンライン調査)を併用することで,調査方法間の比
較も可能 となるように設計した.こ の他,追跡調査 (複

数の調査回に参加した回答者を,確かにインターネッ
ト調査に参加したかどうかの確証を郵送 と電話で行

う), トラッキング調査 (回答者が調査票への回答を開

始してから終了するまでどう回答するか時間軸に沿っ

て電子的に追跡する方法),調査票のページネーション

を変えとき,回答行動がどう変わるか,等々,様々の
要素を考慮した,一連の実験調査を総合的に進めた。
調査は,ま ず 1997年 に第 1次調査 (プ リテスト)と
して, このときには RON(Recruit Research on the

Net)サ イトの協力を得て,併せて 12回連続実施した。

その後,第 2次調査,第 3次調査を計画し,最終的に
は5社の参加協力を得て,国内初めての複数の調査サ
イトにおける,同時的,継続的,かつ調査内容を同じ
とした実験調査 (Web調査および従来型調査)を行う
ことができた。調査の詳細のすべてをここに述べるこ

とはできないので,そ の概略を示すが, このうち,第
1次,第 2次調査については既に報告書があり,ま た第

3次 調査 について は,そ の概 略が報告 されてい

る(囲 ,Pl]).

5。1 実験調査の概略
1)第 1次調査
。リクルートリサーチ社,RONに おける実験調
査

・ 1997年 3月 24日～4月 8日 に応募の登録者を

対象

・計画サンプルは,登録パネル全体 とした (調査
期間中サンプルを固定 )
。1997年 5月～11月 にかけて連続的に 12回実

施 (ほぼ同一対象者 )

2)第 2次調査
。国内の Web調査形態の分類・類型をサーベイ
で確認

・実験調査の協力参加呼びかけ
。Web調査 と通常調査の併用を計画 (通常調査
は,オ ムニバス,ォ ンラインを利用)
。実施期間は,1999年 1月 末～4月初旬
。Web調査 (3サ イ ト×4回 =12回 ;第 1回 と第
4回 は同一登録者を利用)
。オムニバス調査 (1サ イト,3回 )
。オンライン調査 (1サ イ ト,2回 )

3)第 3次調査
。さらに,回答者行動を詳細に検討するために,類

似調査を継続的に実施

実施期間は 2000年 4月～6月

・第一次調査 (電通リサーチ分)に おける第 1回 ,

第 4回の両調査参加者の

「追跡調査」 (郵送調査,eメ ール調査を併用 )
。新たなサイトの参加を得て,Web調査実施 (2
サイト×2回 =4回 )
。1社では「 トラッキング調査」を組み入れた
。オムニバス調査 (1サ イ ト,2回 )
(注 1)実験調査に参加いただいた企業は以下の通
りである (五十音順 ).

(株)エ ー・アイ・ピー (AIP:Asia lnternet Plaza)
および博報堂,NTTナ ビスペース (株),(株 ,電通 ソ
サーチ, リクルー トリサーチ (株),(株 )マ ーケッティ
ング・サービス

(注 2)こ の一連の実験調査の後,2002年には第 4
次実験調査を計画・実施した.こ の原稿の最終稿の執

筆中に,分析結果が得られたので,そ の一部を後ろに

補遺 として加えた。

まず,第 1次調査は一つのサイ トで 1997年 に集中的

に行った.こ れはいわゆるパネル型で,事前に登録確
認 (登録と調査への協力の合意)を取 り,そ の登録者
に対して一定期間,集中的に行った.第 2次調査から
は少し調査設計を変えて, リソース型サンプリング方

式とする等の工夫を行った.同時にオムニバス調査,オ

ンライン調査を行っている。なお, ここでいうオンラ

イン調査とは,通常の調査のように住民基本台帳から
サンプリングし世帯を確定し,そ の世帯の応諾を取っ
たうえで,回答に用いるある特別な機器を設置し,電
話回線を使って回答を集めるという方式である.第 3
次調査では,第 2次 と同じようなWeb調査に併せて,
追跡調査とトラッキング (回答者行動の電子的追跡)を

イ予っている.

インターネット調査の一つの特徴は,調査票の設計
デザインの豊富さにあると言われている.実際に,回
答選択肢の作り方にしても,ラ ジオボタン,チ ェック
ボックス,コ ンボボックス,プルダウンメニュー等多
様な方式が使える.ま た,イ メージ (静止画,動画),
音声などマルチメディア的な機能を用いることもでき

る。こうした多様性に関心があり,当初の調査票の設

計では, こうした多彩な機能の利用を試みたのである

が,結果をとして,こ うした諸要素が回答結果に及ぼ
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す影響がよく見えないこと, とくに回答率 (換言する

と無回答率)に どう響 くかの定量的な評価が困難とい

うことが見えてきて,第 2次調査からは,調査票を単
純にして回答しやすくした.つ まり,通常の質問紙に
近い形とし, しかし,イ ンターネットでなければでき

ないいろいろな手当や工夫は行った。

たとえば,ラ ジオボタン,チ ェックボックス,コ ン

ボボックス等を,設間の種類,1項選択か多項選択かな

どで使い分けること,自 由回答であれば,テ キスト・
エリアを用意して,そ の中に書いてもらう等である。こ

こは普通の紙による調査票と違うといえば違う。また,

シングル・アンサーの場合,マ トリックス形式の場合
と,それぞれに応じた形式を用意し,そ の中に置いた
ボタンをクリックすると,裏側で電子的に CGI(com‐
mon gateway interface)を使って回答が自動的に取

得できるという仕組みである。こうした処理が可能で

あることが電子的手段を用いるメリットであるが,同
時に取 りこぼしといった トラブルも生じる (イ ンター

ネット調査特有の調査不能の一例である).調査票の配

色もきわめて単純にして,かぎりなく紙の調査票に近
づける努力を払った。

実は, こうした調査票の設計が回答行動,回答率等
にどう影響するかいった研究は,欧米とくに米国では

非常に進んでいる.マ ニュアルや多 くの事例報告が

あって,た とえばGVU調査を閲覧するとどのような
設間フォームでどのような結果となったといった例が

多数示されている.ま た,筆者らも,2002年 から,欧
米の研究者の協同研究の呼びかけに応えて,調査票の
デザイン,設間の設計レイアウトなどが回答に及ぼす
影響の評価実験を進めている (米国, ドイツ,ス ロベ
ニア他 )。

次に,具体的な設問構成とその設計方針であるが,こ

こでの要点は二つある.一つは従来型の調査,た とえ
ば国民生活意識調査や社会意識調査 (内閣府), 日本人

の国民性調査 (統計数理研究所)な ど,従来,定期的
あるいは長期的に使われていて,あ る程度回答の傾向
がわかっているような設間を用いる場合,第二は,イ
ンターネットに関係する環境や事項を聞く独自に作成

の設間と,大 きく二つに分けて繰 り返し行っている.

5.2 調査結果にみられる特徴の概要

以上が,筆者等が行ってきたインターネット調査他
の概要であるが,では実査から一体どのようなことが
みえてきたかを,数値例をもって示すことにしよう。

まず,実験調査から見えてきたことから,結論を先
に示せば,一般に通説としていわれていること,類推
されてきたことはほぼ検証されるということである.

その一つが,回答者 と登録者集団 (リ ソース)の関係
である。つまり,「回答者はリソースを代表していないJ

ということがある。どう代表していないかを図で見る。

多数の結果があるのだが, ここでは 2つ を示そう.図
21は ,1999年 の第 2次調査第 3回実施分について,リ
ソースをある時点で止めて,そ こからサンプリングし

て得た計画サンプルについてみた時の,性別,年齢別 ,

地域別の属性の構成である。(注 :後の図 3に みるよう

にリソースと計画サンプルは,当然良く一致するので,

計画サンプルを見ることはそのままリソースの特徴を

見ることなる).性別では圧倒的に男性が多い,年齢が

若い層に多い,ま た地域が特定の場所に片寄って集中
するといった,一般に言われてきたインターネット調
査特有の傾向がある。地理的距離のないのがインター

ネットの特徴だといわれているが,それにもかかわら

ず,一部地域に集中する傾向があり,すでに地域代表

性が保持されていない (ま た,東京 23区内について,
区別にリソースをブレイクダウンすると,都区内でも

地域差があることも分かっている).

次に,2000年調査になると(図 22),多 くの他のイ
ンターネット調査でそういう傾向が指摘されているよ

うに,確かに女性の比率が高くなり,ま た男女ともに
年齢層が上に広がってくる.しかし,地域差はそのま
まである。この例は, リソース自体の分布と一部は計

画サンプルの分布を示している。ここでは,第 3次調
査における 2社のサイトについて,一つ (電通リサー

チ社分)は リソースと,そ こからサンプリングした計

画サンプルを比較し,他の一つ (AIP社分)は ,サ ン

プリング操作を行っていないので, リソースそのもの

について,それぞれの属性についてグラフとしてある。

実は,あ る例であるが,比較検証のために,イ ンター

ネット調査を専門とする複数のサイト(5社)でほぼ同

時的に,いわゆるリソース打ち切 り型で行った調査に

よると(いずれも300名 と固定して打ち切 り),男女比

他の属性の構成上ヒのバラつきがまちまちという結果を

得ており,言い換えれば, とても調査とはいえないよ

うな結果を見ている。しかし,いわゆるインターネッ

ト調査の現場では,多 くの場合はこうした妙な方式が

採用され,その結果がまかり通っている。 リソース打
ち切 り型のサイトには,こ うしたある種のfm~つ た傾向

が現れることはわかっているが,商用上は,廉価に行
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うにはこうした方式を用いざるをえないのである。

われわれの調査に戻って,登録者集団とそこからサ
ンプリングした集団 (計画サンプル),さ らにサンプリ

ングした人に調査票を送って得られた回答者,いわゆ

る回答状況の関係を表したものが図 3である.こ こで,

特徴的な傾向がいくつかある。その一つとして,すべ

ての場合に(こ こでは,2例のみを図 3,4と して掲載し

たが一連のWeb実験調査の全てについて類似の傾向
が見られる),回収サンプルが年齢の高い方にシフトし

ている.つ まり系統的にずれている. この理由はそれ

ほど明らかではないのであるが,少なくとも,第 2次 ,

第 3次調査に参加した調査サイトの結果に共通した傾

向ではある.実は現在計画中の第 4次実験調査で,こ
れのさらなる検証を行うことを考えている。なお,登
録者集団とそこからサンプリングで得た計画サンプル

の属性情報にずれが生じた場合は,サ ンプリングが問
違っているということであるが, これは図にみるよう

に当然ながらされいに一致している.他のサイ トを見
ても同様で,図 4の ようになる。図の一つのサイトで
はサンプリングを行わずにリソースの全員に調査票を

送ったが, ここでも回収した結果がずれている。こう

して,今 までの実験の範囲内では,「回答者がリソース

を代表しているとは限らない」ということが見えてく

る.

次に,図 5は第 1次調査における回答率の推移を見
たもので,登録済みの調査対象者を固定したパネルを

対象に 12回行ったときの結果の一部である。図には,

インセンティブをどのようにつけたか, また「調査内

容に興味を持ったか」,「回答に時間を要したかJの設

間項目と回答率の関係を示した図である.た とえば,イ

メージ (画像)含む調査票を用いると, とたんに回答

率が落ちる,ま た他のサイトヘの接続リンクを設けた

場合にも回答率が落ちる,さ らに回答に要する時間と

回答率は,き れいに逆相関になっていることなどが観

察される。

ここで,実験調査全体を通じて,いわゆる回答率が

どのような傾向を示すのか,ま た従来型調査の回収率

とLヒベてはどうかについて得られた結果を見る。 この
とき,実験調査の結果から明らかとなったことは,調
査回を時間的にほぼそろえている,つ まり回答者はほ

ぼ同時期に異なるサイトで,同 じ設間に対して回答す
るという条件下で,明 らかにリソースやパネルの鮮度
が落ちるにつれ,回答率も減少する傾向にあることが

分かる。その顕著な例が実験調査全体の回答率の結果

―
登録者 (33920

-ヽ一 計画サンプル(7758)
0 回答者(2514)

マギぽぽピざぜぜぽゝ
図3 リソース,計画サンプル,回収サンプルの性別 。年齢区分別の構成 (2000年 ,電通リサーチ)
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たとえば,イ ンターネット調査の場合,「現在の生活

満足度Jに ついては,満足が比較的多目に出る.日本
人の国民性調査の「人は信頼できるかJの設間では,「信

頼するJがすこし下る。良く知られた「2人の課長」の

設間については,「仕事以外の面倒はみない」方の課長

の支持がかなり多くなる。また, これも良 く知られた

設間である「人のくらし方Jでは,「趣味にあうくらし

方」(金や名誉は考えずに,自分の趣味にあったくらし

方をする)と いう意見が,オムニバス調査や国民性調

査に比して圧倒的に多くなり,一方,「その日その日を

のんきにJ(そ の日その日をのんきに,ク ヨクヨしない

でくらす)が,かなり少なくなる。 これらの関係を総
括的に図示したのが図 71,72で ある。図 71は,比
較のために,国民性 (1998年)を横軸に,国民性 (1993

年,1988年),オ ムニバス,オ ンラインの各調査を縦軸

とした等比グラフである。これに対して,図 72は国
民性調査 。オムニバス調査とインターネット調査すべ

てを上ヒ較したものである.

ここで図中の対角線上に打点があれば,横軸,縦軸
においた調査回間に類似性があることになる.図 71

図 4 リソースと回収サンプルの性別 。年齢区分別の構成 (1999年 , リクルートリサーチの場合 )

を比べてみたときで,図 6の ようになる。ここで 1999

年の第 3回 目,電通 リサーチの Web調査で回答率が
高くなっているが,こ れはこの調査直前にリソースを

更新しているからである。また,第 2次調査の場合と

第 3次調査では総じて回答率が低い。とくに第 3次調

査の Web調査の AIP分 については,そ のリソースは
構築 してからかなり時間が経過しており,陳腐化がか
なり影響している。他の場合も,そ のリソースの1/F成

時を考慮して検討すると,回答率には, リソースの鮮
度が大きく関係するということが分かってくる.ま た,

従来型調査の回収率と比べて,Web調査では総じて回
答率がかなり低いことも見えてくる.

4.3 調査結果からみた回答者像
つぎに,従来型調査で用いられてきた設間で,そ の

回答傾向が知られた質問について,イ ンターネット調

査と他の調査 (オ ムニバス,オ ンライン)に よる結果
を比較してみた。実はここでは,単純集計をみるだけ
で,イ ンターネット調査と他の調査とで類似や差異が

顕著に観察される.
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は説明するまでもなく,よ く似ている。一方,図 72は ,

そうは見えない。つまり,国民性調査とインターネッ
ト調査との結果には類似性がない.ま たどの項目がど

ういう出方となったかでインターネット調査の回答者

の特徴が見られる.しかしながら,イ ンターネット調
査の結果が,サイト間の差異が非常に少なくまとまっ
ていることがわかる(つ まり,回答者は異なるのに,イ

ンターネット調査ということではきわめて類似してい

ることカシかかる).

また,世論調査の常套設間である,内閣支持率など
についても,従来型調査や新聞社等の報道機関が発表
してきた結果と非常に異なる結果となる。現在の小泉

内閣については,第 4次調査に組み入れることとなっ
ているので,いずれ結果を開示出来るのだが,実査当
時の小渕内閣と森内閣についての支持は,イ ンター

ネット調査では,調査の当初から森内閣の支持率が
10%を切るというような数字が出てくる.ま た,政治
に対する考え方,保守か革新かを 10段階で尋ねた設間

では,や や予想に反して,革新側に偏るとはいえず,む

しろ中庸から保守側が多いといった傾向を示す.こ こ

らは指摘するだけに留めるが,要は,イ ンターネット
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一
回答率  ● 調査に興味をもつた

一
設間の回答に時間を要 した

第 1回   第2回  第3回  第4回  第5回  第6回  第 7回   第8日  第9回  第10回  第11回  第12回

図 5 第一次調査における回答率他の推移 (1997年 , リクルー トリサーチ)
(注 )第 1回 (抽選でハワイ旅行),第 4回は回答者資格を条件選択,第 11回 は他社 HPへのリンク設定,
第 12回 (全員に謝礼)

調査における回答者行動には,一般の従来型調査法で

得た回答者とは異なるものがある,あ る種の回答者像
が垣間見えてくることである.日本人のキャラクター

をどう考えるか,イ ンターネット・ユーザーのキャラ

クターや回答者像をどう考えるかは大変にむずかしい

問題であり,さ らなる検証を要することでもある.こ
こではいくつかの例に見るような違いが出たというこ

とだけを指摘しておきたい。

5.4 インターネット関連の設問への回答傾向

次に,イ ンターネット関連設間にみられる傾向につ

いて若干記述したい.イ ンターネット関連の調査は,実

は無数に行われているのだが,いずれもが断片的であ

り, しかも単発的な調査が多く,筆者等のような,同
時的に複数のサイトで継続的に実施したケースという

のは例がない。その意味では, ここに示す幾つかの例

示は,イ ンターネット調査の回答者の類似や差異を知

る例 となるのであるが,紙面の都合で,調査結果で見
られた特徴の記述に留める.なお,そ の一部は吉村に

よる報告に記されている([｀ ]).

設問内容は,イ ンターネットに関する情報入手源,イ
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面倒みない課長

o国 民性調査 (1993)  o国 民性調査 (1988)  ●オムニバス第 1回調査  xハイハLリサチ社第 1回調査

図 71 国民性 (1998年 )対  国民性
横軸に日本人の国民性調査の回答比率(%),

上ヒ較した。

(1993年 ,1988年 ),オ ムニバス,オ ンラインの関係
縦軸にはオムニバス調査,オ ンライン調査における回答比率(%)(注 )
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。電通リサチ社第 4回調査
国リクルートリサーチ社第6回 Web調査 (19977)
回リクルトリサチ社第12回 Web調査 (199711)
▲AIP社第2回調査

口電通リサチ社第2回調査 (AttB)

日リクトトリサチ社第 4回調査
●NTTナとスヘ ス社第 4回調査

△電通リサチ社第 1回調査
ロリクル トリサチ社第 1回調査
o NTTナヒ
・
スヘ ス社第 1回調査

図 72 日本人の国民性 (1998年 )と 各サイトWeb調査との関係
(注)横 軸に日本人の国民性調査の回答比率 (%),縦軸にはWeb調査における回答比率 (%)を比較した。

ンターネット歴,イ ンターネットの利用場所と利用時

間帯,電子メールをやり取 りする人数,情報機器類の
装備,生活に占めるインターネットの位置付け,イ ン
ターネットを使った行動 (商品注文,資料請求など),
インターネットを通じて相手に教えることに抵抗があ

る情報,提供してよいと思う情報,プライバシー関連
の意見,法規制への意見,イ ンターネット調査に対す
る印象 (参加の意思,協力,その理由等),な りすまし
への意見,本音で答えやすいかへの意見,ア ンケー ト
モニターサイトヘの登録状況,ネ ットワーク社会と現
実の社会の差異の認識,メ ディア接触,等々である。
たとえば簡単なことでは,イ ンターネット歴につい

ては,3～4年のところが多いが,こ れは性別と調査サ

イトによって差異がある. また, リソース型と打ち切

り型とでも違いがみられる。年齢,サイト間でバラツ
キがみられる例は,交信相手数である。大まかに言う
と,携帯電話の場合と傾向が異なるようで,少なくと
も,一連の実験調査の範囲内ではあるが,年齢が高く

なるにしたがって交信人数が多くなるように感じられ

る.

所有する電子メールアドレス数については,各サイ
トの傾向がきわめて類似し,1～2個が多いが,男性 と

女性で大きな違いが出ることが特徴である (女性の方

が少ない).さ らにインターネットに関する
′
情報の入手

経路 (TV,ラ ジオ,新聞,PC専門誌,イ ンターネッ
ト専門誌,電子メール,ホームページ,一般書籍等々)
については,サイ ト間の差が出るのではないかと予想
したが,ほ とんどサイトによる差はない。また,す こ
し設間文を工夫した生活に占めるインターネットの位

置付け (「ネットワークは自分らしさを出せるJ「趣味

の一つに過ぎないJ「ネットワークがないと淋しい,つ

まらない,物足りない」など)についても予想に反し
サイト間の差はみられない。

少し立ち入って,調査への協力条件についても尋ね
たが,イ ンターネット・ユーザーは一般の場合と少し

違い,意見がはっきりしており「調査の主題・ 目的が
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はっきりしていること,興味あること」「回答の時間の

余裕があること」「調査の趣旨・目的が理解できること」

などへの意向が多く,ま た「結果の公表開示」を求め

る意見も少なくない, となっている.

情報機器類の装備については,携帯電話,携帯情報

端末 (PDA),コ ンピュータ (デスクトップ型 PC,ノ ー

ト型 PC)な どの利用が多いことが当然予想されるが,

筆者の関心は,従来型調査と比べてどういう出方をす

るか, どれに重きを置いているかにある. これについ

ては,携帯電話よりはPHSや情報端末であり,ハ イビ

ジョンよりはデジタルビデオというふうに一般の調査

の回答者とは若千違う特徴が出る。

プライバシーや法規制に関する質問も行っている。

これについては,前述の GVUの調査に,プ ライバシー
に関する質問があるのだが,こ れをそのままでは使え

ないので,す こし手を加え,独自に 20項目の質問を用

意した。ここには,「わいせつ情報が公序良俗に反する

場合でも,表現の自由は保障されるべき」,「インター

ネット上の誇大広告には法的規制が必要Jな どがある

が, これらについても,サイト間の差違が出ると当初
は予想したが,男女間の差は幾つかの設間で差が出る

ものの,サイト間ではきわめて類似した傾向を示して

いる。念のため数量化法 ⅡI類 (対応分析)で分析し比

較確認してみても,や はリサイ トによる差はなく,類

似の結果を得た。

これは確証があるわけではないが,サイト間に差が

ないことの理由の一つにとして,重複登録が関係して

いるように思われる。現に「このアンケートには他の

サイトで答えたJと いう例が現れるが,こ うした複数

のサイ トに登録している人が若干ではあるが存在す

る。現在でもアンケー ト・サイトはどんどんふえてお

り,次の第 4次調査の候補 リス トには既に 100以上が

列記されている。 これらの複数のサイトにどう登録し
ているか, どの位の重なりがあるかをみることが 1つ

のポイントだが, この点については,第 4次調査で検

証を進める.

5.5 定性情報の利用 一 自由回答の分析―
終わりに,こ の実験調査の研究のテーマの一つであ

る,自 由回答取得法とその取得結果の分析の方法論の

研究について少しふれておきたい。設間の中には,多

数の自由回答設間があるが,こ こでは,日本人の国民

性調査でも使われている「あなたにとって,大切だと

思うものはなにかJへの自由回答データを例としたい。

周知のように,最近の国民性調査では,そ の 1位が「家

族Jである.し かし,2位以下の回答頻度とそのパター

ンの出方についても, どう現れるかをみてみた。ちな

みに 4回分の調査結果について,ま ず,単語の出現頻

度から,「家族」の他には「自分自身」「仕事」「人間関

係Jと いつた語句が比較的多くあがっている。またこ

こで注意すべきは, これらと並んで「環境Jな どがあ

がってくる。大切なことを自分の立場としてだけでは

なく,世の中全体の事としてとらえるグループもある

ことが分かる.さ らに,4回の調査とも結果が非常に似

ているということが分かっている。自由回答という定

性情報であるにも関わらず, ここでも,あ る種の類似

性が検証されること,それは継続的に同一の設間を用

いて,複数の調査サイトで継続して行うと, このよう

に分ってくることが重要であるという例としたい (詳

細は囲 '国 を参照 )。

また,イ ンターネット調査の場合,自 由回答設問ヘ

の書き込み率は高いと言われてきたが,確かにいずれ

の調査結果でもこれが高い傾向にある。また,通常の

選択肢型設間に設けた「その他 ;具体的に」欄への記

入率も多 くの場合高 く,70%以上になることも珍しく

はない.イ ンターネット・ユーザーはたくさん書き込

む傾向にある,確かに郵送調査やオムニバス調査にく

らべ,記入量が多いように見えることがあるのだが,し

かし,通説として言われているほど,書き込みの内容

が豊かだというようには思えない。言い方をかえれば,

内容豊かな回答を得るためには,や はり設間の仕方,取

得方法をきちんと考えないといけないということであ

り,こ こでもやはり調査設計のあり方が問題とされる。

また,さ らなる調査による検証が必要でもある.

6. ま   と   め

まとまりなく,イ ンターネット調査の実験調査から

得られた情報の断片を書き連ねてきた。 ここでとくに
重要と思われる事項を要約すると以下のようになる。

(1)イ ンターネット・ユーザー数を正確に捕捉する

手段がない現状では,イ ンターネット・ユーザーが日

本人の全体を代表しているとはいいがたい.

9)次 に,少なくとも今回の一連の実験調査の結果
からは,登録者集団 (リ ソース)は ,イ ンターネット・
ユーザーを代表しているとは思われない.

侶)そ して,回答者は登録者集団 (リ ソース)を代
表しているとは限らない。
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回答者は,勿論インターネット・ユーザーの一部で
あるが,その元となる集団であるインターネット・ユー

ザーの全体を代表はしていないし, しかもリソースも

代表してはいない,と いうことが見えてくる。また,従

来型の設間についての比較検証から,回答に類似性の
ある場合と,そ うではない場合が当然ある。しかし,少

なくとも従来型調査 とWeb調査の結果の出方にはあ
る種の差異があり,し かもWeb調査の結果には調査
サイ トに関わりなく,多 くの場合に高い類似性が見ら
れる.

さらに,今後の課題として, これは調査法を考える
うえできわめて常識的なことだが,以下のようなこと
が検証されるべきである。

(1)イ ンターネット利用環境のハード面,技術的要
素だけで解決されないことが無数にある.しかも, こ
れが従来とは異なる新たな調査変動や非標本誤差等を

生む要因となっていることがある (た とえば,接続回
線の中断による回答不能,調査票の設計不備による回
答欠涙」,回答者の利用 PCの環境要素など)。 この他,登
録者情報の守秘や保護に関わるセキュリティ技術の諸

要素から起こる問題や制約もある.

(2)し かも,イ ンターネット調査はマシン。トゥ・
マシンであって相手の顔がみえないことに問題があ

る。この点では,CATIな どに類似する点もあるが,直
接的に人を介しないという点でこれらと大いに異なる

ことがある。

(3)さ らに大きな問題として, リソースやパネルを

どのように構築し,そ れをいかに保守維持するかの方
法論が必要であるということ, とくに, リソースの鮮

度をどう保持するかが一つの鍵となること.

に)そ して,従来の科学的調査法の利用で得たノウ
ハウや知識を,イ ンターネット調査にどう適用できて,

あるいは, どこに適用が難しいか,あ るいは新たな方
法論の構築が, どう求められるかを体系的に研究する

必要があるということ.

この他,多 くの未解決の問題があることは,今 まで
の論述で明らかであろう。これらを解決するためには,

データ科学のコンセプトの下に,調査の現場とのコラ
ボレーションを通じた,息の長い糸迷続的調査を行うこ
とが重要である.ま た,繰 り返しになるが,従来型の
調査の実施環境が益々悪化する中で,新 しい調査法と
してのインターネット調査の役害」や適用可能性を科学

的に検証することの重要性に,少なくとも調査に関心
のある研究者は目を向けるべきである。

7.さ らなる検討事項

インターネット調査について,さ らに,従来の調査
法やそれに関連させて,以下に挙げるような事項につ
いての集中的な研究も必要と考える。

(1)調査不能とその関連事項

インターネット環境を利用するうえで,そ の固有の

特性から,新たな意味での「調査不能」,な いしはそれ
に類した事象が生じることがあり,実際にそのような
現象が多々見られることがある.従来型調査でも見ら
れた諸事象 (た とえば,代理回答)も あるが,イ ンター
ネットの特性上,今までは見られなかった事象が多々
見られる.た とえば,受け取った調査票をディスプレ

イ上で視認はしたが回答行動は起 こさない (接触数

(率)と 名付けた),回答者の回答意思はあってもハー
ドウェア上の問題から回答送信やサーバ上での取得に

失敗するなどである。 この他,「なりすまし」や匿名性
の問題,多数のハンドルネームやアドレスを所有して,

相手に応じて使い分けること (筆者等はこれを「多名

性」と名付けた),従来とは異なるインセンティブとそ
の方式 (ポイント制が多い)に関わる問題等々,い ろ
いろな事象が見られる。しかも, こうした事項の研究
は,現状のインターネットの仕組みの中では,多 くの
場合はその実態を把握することも難 しく,イ ンター

ネット調査システムの設計自体のありようにも関わっ

てくる。

このように,「インターネット調査における調査不

能J(nOn― responses)を どう考えるかは重要であり,慎

重に検証することが,今後の重要な研究課題の一つで
あると考えている(現実は,研究が非常に遅れている).

(ガ インターネット利用環境の急速な変化
ここ 1,2年間の間に,社会。経済共に様々のアクシ
デントがあり,イ ンターネット・バブル崩壊や IT革命
への疑念の噴出等,あれこれと議論されるようになっ
てきた.ま た,携帯電話とそのインターネット利用の
急速な普及で,電話調査やインターネット調査の仕組
みそのものも,見直しが余儀なくされている。とくに,
ハッカーなどのスキルの高い者達が引き起こす トラブ

ルのように,一般の人にとって非日常的と思われた間
題だけでなく,最近はごく身近なところで,様々な不
具合や問題が表面化している。インターネット上のプ

ライバシーの問題,イ ンターネットを用いた新たな形

の犯罪,中傷誹謗事件等,枚挙にいとまがなく,様々
な負の事象が次々と現れている.



大隅 :イ ンターネット調査の適用可能性 と限界

これらを,イ ンターネット調査との関連で考えると,

今後は次第に,自 由度の高い調査環境を得ることが困

難となることが予想される。実際,様々な法規,た と
えば,プロバイダー法,迷惑メール商法,あ るいは国
際間のサイバー犯罪条約,等が次々と登場している。ま

た,情報公開法,個人情報保護法等も,従来型調査の

実施環境に大きな影響を与えることは明らかで,翻っ
てインターネット調査のありようにも無関係ではな

い。こうした側面から,イ ンターネット調査をどう考

えるかの検討も必要とされる。面接調査と同様に,な
るべく回答者の顔が見えるような調査が望ましいのだ

が,イ ンターネットの特性上, これは困難なことでも

ある。しかし,少なくとも, リソースを作成する段階
で,回答者となってくれる人 (そ の意思のある人)の
捕捉・登録方法,調査協力への合意形成の方法,イ ン
センティブヘの配慮,調査結果の開示方法,等々を丁
寧に検討し,一体,イ ンターネット調査とはいかなる

特徴をもつ調査法か,ど う利用できそうかを,さ らに

検証することが求められる。同時に,調査をどう考え,

また信頼あるものとするためにはどうすべきかといっ

た,イ ンターネットを調査に利用する側の対応や試み

も行われるようになってきた(国 ).

(3)回答行動と回答者像

今までに行ってきた調査の範囲で,と の制約の中で,

インターネット調査における回答者には,あ る種,特
有の回答行動や考え方があるように見える。多 くの場

合,イ ンターネット調査は「自己参加型 (self selec‐

tion)」 調査であるがゆえに,回答の代表性,一般性が

問われると同時に,得 られる回答は「回答したかった

人の意見Jと なっているということである.現時点で
は,イ ンターネット調査における回答者は,言いたい
ことを,言いたいときに述べている,責任のない発言
が多いようにも見える,等の印象がある。
また,メ ル友関係,イ ンターネット掲示板上での誹

謗中傷合戦,(限定された範囲とは思われるが),メ ー
ルマガジン (メ ルマガ)のかなり特異な利用のされ方
やその掲示内容,イ ンターネット上でのコミュニケー

ションや交際 (顔を合わせたこともないのに親しくな

る),等々,あれこれ見られる新たな社会現象との関係

なども,調査の環境構築を考えるうえで無視できない

要素である。

こうした「回答者像」,さ らには社会現象として,イ
ンターネット上の仮想空間と現実の世界 との関係を,

一体インターネット調査への回答者はどうとらえてい

るのか, といった「回答行動」の把握に有効な調査方

法のあり方を,現在,実施計画を立案中の第 4次実験

調査でさらに検証を続けることを計画している.

8.結 び にか えて

この特集は,故水野欽司先生を追悼する意味もある
と伺った.ま た,遅筆である筆者が,な んとか執筆を
お引き受けした最大の理由はそこにある.

水野先生がご存命であったら,イ ンターネット調査

などと聞いただけで仰天し,お叱りを受けることであ

ろう。実際,あ る学会で電子メール調査の報告がなさ

れた際に,水野先生が激しく糾弾されたということを

間接的にではあるが伺った言己隠がある。水野先生の調

査に対する主張やお考えからすれば,言わずもがなの
ことである。

しかし一方では,世の中の事情も大きく様変わりし,

かって可能であった調査方法や調査方式も,理想的な

状況下で行うことがきわめて困難 となってしまった。

確かに,理屈ではわかっていても,回収率が 50%を下

回るような調査結果まで現れるようでは,果たして信
頼に足る調査情報が得られるのかと不安になる.しか

し,現実は確実にこのような状況に移 りつつあると体
感している。また,多少楽観的にみても,いずれそう
なることは明白である.

しかしながら, こと調査法の研究に関して,関連研
究者の多 くは,新 しいことへの挑戦を怠ってきたと思
われてもしかたがない.ま た,新たなことへの試みに

対する協調的な支援やコラボレーションもあまり盛ん

とは言えなかった.実際,イ ンターネット調査に限ら

ず,研究対象とすべき様々な調査法の研究は,決 して
盛んとはいえない。ときとして,調査現場の実務家か

ら, もはや統計学の研究からは学ぶ事はない, とまで

言われる所以であろう。

こうしたことを考えるたびに,故水野欽司先生が折
りにふれて述べられてきた言葉の数々が思い浮かぶ。

このいくつかを手元のメモから拾ってみよう。

(1)苦労して取得したデータほど可愛いものだ

(幼 データ取得の苦労なくして解析の喜びはない
3)調査で 1票でも増えて回収率があがったときの
実感,感動,感激 /

に)人の取ったデータで解析をすることほど愚行は
なし

働 いつでも批評はできる,何を行ったかが重要だ
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(0 調査が終われば,仕事の 8割が終わり
(7)調査は死んだも同然

筆者が少し意味を取 り違えて書きとめた語句もある

かもしれない.ま た,こ うした言葉をどう捉えるかは,

人によってさまざまである。しかし筆者には, このど

れもが,我々の置かれている今の閉塞的な状況への鋭
い指摘であり,ま た自省を促す言葉に取れるのである。

とにもかく にも, こオtら は, 故本本矢日己夫先生ととも

に提唱してきた,データ科学の精神に通じる事が多い

のである。統計学,統計的データ解析,多次元データ
解析等々,呼び名はどうであっても,いずれもが実践
の科学,データ指向・重視の方法論であることを標榜
していながら,そ の実態はあまりに現実と乖離した中
にあったとしか言いようがない.い まや情報学なる分
野の中に埋没しかねない状況にあるが, こうした分野

と大きく異なる特質が,現象解明に必要なデータ取得
をいかに行うか,ま たそれに必要な実験計画のあり方 ,

とまさにデータ科学の精神で事に望むべきことこそ

が,オ リジナルな世界を切 り拓 く術 と考える. ここに

述べたインターネット調査における実験調査も,そ う
したことのささやかな試みの一つと考えていただけれ

ば幸甚である.瞭日は力なり」との言葉があるが,知を
知恵とするための術は何かを考えねばならない。

実は, この原稿を書き終える直前に,林知己夫先生
が逝去されるという,ま ことに無念としかいいようの

ない知らせを受けた。 ここに述べたことの多くは,繰
り返しとなるが,先生とともに主張してきたデータ科
学の精神を,なんとかして実証的に示したいという,筆

者のささやかな試みであった。 とくに,イ ンターネッ
ト調査については,先生はllヒ判的ではあったが, しか
し非常な関心を持っておられ,科学的に解明すること
が必要であると,た びたび主張されていた。林先生,水

野先生と,調査への深い理解と信念をお持ちの 2つ の
星を失ったことはかえすがえす残念でならない.こ こ

に,改めて,泉下にあるお二人のご冥福をお祈りする。

【補     遺】

本報告を執筆し, この企画を提案された岩坪秀一先

生 (大学入試センター)や和文誌編集委員長である林
文先生と,や り取りを繰 り返している中で,第 4次実
験調査が進み,上に述べた諸事項のうち, とくに「調
査の質Jに関わる事項の重要な要素であると指摘した
「調査不能」「無回答」の情報が具体的に見えるように

なってきた。折角の機会であるから,速報の意味を兼
ねて,そ の結果の一部を要約して示したい。なお, こ

こに記述の情報は,日 本行動計量学会第 30回大会

(2002年 9月 ),特別セッション「インターネット調査

の諸特性 と今後の展開のあり方Jに おいて,吉村宰・

大隅昇 。清水信夫「インターネット調査の諸特性と今

後の展開のあり方―第 4次実験調査から見えてきたも

の一Jと して発表された内容の一部である.

ここに示す内容は,第 4次実験調査に参加協力いた

だいた調査機関のうちの 2サイ ト (電通リサーチ,博
報堂―東京サーベイ・ リサーチ・グループ)で取得の
データの分析から得た情報である.第 4次実験調査で
は,第 2次,3次実験調査の基本方針を踏襲し,さ らに

以下を新たな検証事項として加えた。今回の第 4次実

験調査の全体像は表 Alに示した通 りである。ここで,

表中に示した「有効回収回答」は,我々が独自の定義
のもとに計数したもので,各調査機関がそれぞれ定め

る有効回答数とは異なる場合がある。またここでは,2

社のインターネット調査システム,電通リサーチ社の
グsystem(DENTSU R netお よび Hot Panel)お よ

び博報堂―東京サーベイ・リサーチの e HABITと い

う,それぞれ独自に構築したシステム下で調査を行っ

た.ま た,電通 リサーチの 2回の調査における計画サ
ンプルは,それぞれ独立にリソースから無作為に抽出
し作成したものである (いわゆるリソース・サンプリ

ング方式を適用)。 一方,e HABITで は,表 Alに あ
るようにパネル登録者の全数を計画サンプルとした。

1)ト ラッキング (回答者行動を電子的に追跡し関
連データを収集する操作)に より,Web調査の特性を
分析, とくに技術的な問題や事象を,よ り詳細に把握

するとともに,Web調査の質的倶1面の評価を,「調査不
能J「無回答」の理由を探査することで詳細な分析を試

みること.

2)リ ソース,パネルの構築方法の類似・差異と調
査結果との関連を検証する.と くにセルフ・セレクショ

ン型の構築方法と,従来型調査における調査対象者の

抽出方法 (た とえば,住民基本台帳からの無作為抽出,
マスターサンプルの利用等)に基づいて作成されたリ

ソース構築方法との比較に焦点をあてること.

3)調査票のページ分割 :調査票を複数ページに分
害」した場合 (改ページ方式), しない場合 (巻物方式 )

で,回答者行動その他にどのような影響が生じるかの

検証を行うこと.

4)設間レイアウト実験 :設間の回答選択肢のデザ
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表 Al 第 4次実験調査全体の概要

WEB調 査
電通リサーチ

博報堂―東京サーベイ
・ リサーチ

日本 リサーチセンター

第 1回 :生活意識編

リソース/パネル名 DENTSU_R― net HOt Panel e―HABIT Cyber Panel

調査方式

調査時期

調査票のページ分害」

設問レイアウト実験

有効回収回答 (%)

リソース内
サンプリング方式

3/28/20024/4/2002

×

○

939(616)

リソース内
サンプリング方式

6/13/20026/20/2002

△ (半数に実施 )

△ (半数に実施 )

3392(424)

パネル方式

3/28/20024/8/2002

○

931(882)

リソース内
サンプリング方式

4/11/20024/25/2002

○

○

725(363)

第 2回 :イ ンターネット編

調査時期

調査票のページ分割

有効回収回答 (%)

5/16/20025/23/2002

×

894(591)

6/20/20026/27/2002

×

2,587(324)

5/16/20025/27/2002

×

896(84_9)

5/22/20026/7/2002

○

691(346)

ォムニバス調査
電通リサーチ:DRPS 日本リサーチセンターI NOS

郵送調査
HABIT2001

第 1回 :生活意識編 生活意識 +暮 らし向き編

調査期間

方法

対象地域

対象者

サンプリング法

計画サンプル数

回収数 (%)

不能票数 (%)

3/22/20023/31/2002

面接法

東京 30 km圏

15～ 59歳男女

住民基本台帳からの
二段無作為抽出

1,236

630(51.0)

606 (49 0)

5/7/20025/15/2002

訪間留置自記式

日本全国

15～ 79歳男女

住民基本台帳からの
層化多段無作為抽出

2,200

1,226(60つ

864 (39 3)

調査期間

方法

対象地域

対象者

計画サンプル数

回収数 (%)

不能票数 (%)

7/4/2002-7/25/2002

郵送

首都圏 40 km。 近畿 20 km

HABIT2001の一音Б
15～ 69歳男女

1,000

946(946)*

54 ( 5 4)*

第 2回 :暮 らし向き編 *)2002年 7月 25日 時点

調査期間

計画サンプル数

回収数 (%)

不能票数 (%)

5/17/20025/26/2002

1,001

630 (62 9)

371 (37 1)

5/7/20025/15/2002

2,200

1,389 (63.1)

811 (36 9)

イン効果を検証するためのレイアウト実験を行う.な
おこれは海外の研究者グループとの共同実験である。

5)比較のための従来型調査として,オ ムニバス調
査及び郵送調査を行うこと.

とくにここでは,事項 1)|こ ある「 トラッキングJで
取得した情報から見えてくることとして,Web調査の
質の評価 とその標準的なあり方 。考え方に着目して得

られた結果を報告する。

a Web調査の質の評価
従来型調査では,ま っとうな調査であるなら,少な

くとも計画サンプルとその抽出方法,有効回収数,不
能票数や不能理由等の情報が報告されてきた.こ うし

た基礎情報を通してその調査の性質や質的内容 (調査

の質)が客観的に評価され,それを前提 として調査結

果の分析や内容解釈が行われる。

一方 Web調査では,調査の質の評価に関する情報
として,「何を, どこまで,どのように」記述すべきか

具体的な概念や共通認識が未だない。表 A2(A21,
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*)こ こに記す注は,表 A21,A22に共通した説明である。
注 1)ア クセスのみ :指定 URLヘアクセスしたが,回答送信ボタンを押していないもの
注 2)回答送信異常 :回答送信ボタンを押したが,回答が正常に完了していないもの
注 3)重複回収回答数 :延べの回収回答のうち非採用とした重複する回答数
注 4)(%)の母数は調査依頼発信数
注 5)未着 :調査依頼メールが戻ってきたもの (住所不明に類似)
注 6)無接触 :調査票にアクセスしない (不在・回答拒否に類似)
注 7)アクセスのみ :調査票にアクセスするが回答は完了せず (回答意思の有無は特定できない)
注 8)回答送受信異常 :回答完了し送信操作を行つたが受信に失敗 (回答の意思あり)
注 9)(%*)の 母数は総アクセス数 (延べ数)

表 A21 電通リサーチ DENTSU_R net調 査概要

調査回 第 1回調査 第 2回調査

調査コード

調査期間

調査テーマ

謝礼

調査方式

リソース

登録者数

010000-077, 129, 159´ ヽ́162

3/28/2002-4/4/2002

生活意識編

回答者全員に 500アルネ

(500円本目当)

リソース内ナンプリング方式

DENTSU」―net
24,053

01000-078

5/16/20025/23/2002

インターネット編

回答者全員に 500アルネ

(500円相当)

ソース内サンプリング方式

DENTSU_R― net

計画標本数

依頼発信前除外

1,542

17

1,542

30

調査依頼発信数

有効回収回答 (%)

無回答 (%)

未着 (%)

無接触 (%)

アクセスのみ (%)

回答送受信異常 (%)

1,525

939(616)

586(384)

63(41)

420 (27 5)

97 ( 6 4)

6(04)

1,512

894(591)

618(409)

34(22)

414(274)

163(10.8)

7(05)

アクセス数 (延べ数)

アクセスのみ (延べ数)(%*)

回答送信 (延べ数)(%*)

回答送受信異常 (延べ数)(%*)

回収回答 (延べ数)(%*)

重複回収回答 (%*)

1,270

298 (23 5)

972 (76 5)

27 ( 2 1)

945 (74 4)

6(05)

1,403

498(355)

905(648)

11(08)

894 (63 7)

0( 0)

非登録者回答

ID不明回答

生起 しない

0

生起 しない

0

調査依頼未着 (延べ数 )

登録者数確定日時 3/14/2002 3/14/2002

リマインダー

発信数

未着数

1回 (E―mail,4/3)
２ 〇

　

一

1回 (E―mail.5/22)
２３

　

一
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表 A22 電通リサーチ Hot Panel調査概要

調査回 第 1回調査 第 2回調査

調査コード

調査期間

調査テーマ

謝礼

調査方式

リソース

登録者数

02000-099ヽレ105

6/13/20026/20/2002

生活意識編

抽選で 1,200名 に 500円の図書券

リソース内サンプリング方式

Hot Pane1 5&6

64,629

02000-107

6/20/2002-6/27/2002

インターネット編

抽選で 1,200名 に 500円の図書券

リソース内サンプリング方式

Hot Pane1 5&6

64,600

計画標本数

発信前除外

7,996

3

8,000

8

調査依頼発信数

有効回収回答 (%)

無回答 (%)

未着数 (%)

無接触 (%)

アクセスのみ (%)

回答送受信異常 (%)

7,993

3,392(424)

4,601(576)

560(70)
3,216(402)

778(9つ
47(06)

7,992

2,587 (32 4)

5,405 (67 6)

577 ( 7 2)

3,494 (43 7)

1,302 (16 3)

32 ( 0 4)

アクセス数 (延べ数)

アクセスのみ (延べ数)(%*)

回答送信 (延べ数)(%沐 )

回答送受信異常 (延べ数)(%*)

回収回答 (延べ数)(%*)

重複回収回答 (%*)

5,126

1,628 (31 8)

3,498 (68 2)

102 ( 2 0)

3,396 (66 3)

4(01)

5,226

2,581(494)

2,645(506)

56(11)

2,589 (49 5)

2(00)

非登録者回答

ID不明回答

生起 しない

0

生起 しない

0

調査依頼未着 (延べ数) 579

登録者数確定日時 6/7/2002 6/10/2002

リマインダー

発信数

未着数

1回 (E―mail,6/19)

5,270

1回 (E―mail,6/26)

6,072

A22),表 A3は ,第 4次実験調査で得た情報に基づ
き,独自に整理を試みた,調査の質的側面を示すと思
われる事項の要約の“一部"である.Web調査の報告
に際しては,少なくともこの程度の情報を,共通した

調査概要情報として開示し,調査の結果の品質を明ら
かにする必要がある。

al「 無回答Jの 内訳から見るWeb調査の質
現行の多くの Web調査では「調査不能」や「無回答J
についての情報が記述されることはまずない.しかし,

従来型の調査と同様,無回答となった理由や内訳を検

証することは調査の質と信頼性を高める上で必要不可

欠である。

たとえば「未着」 (未達)は発信された調査依頼が発

信先に届かずに戻ってきた数である。リソースやパネ

ルの維持・管理状態がここに反映されることが可能性

として考えられる。

「無接触」は調査依頼に対して何の反応もなかった数

である。従来調査での不在や回答拒否に類似する。表

A2,表 A3を上ヒベると, リソースまたはパネルごとに

その値は異なり, しかし各リソース内では 2回の調査
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表 A3 博報堂―東京サーベイ・ リサーチ e HABIT調査概要

調査回 第 1回調査 第 2回調査

調査コード

調査期間

調査テーマ

謝礼

調査方式

パネル

登録者数

200201

3/28/20024/8/2002

生活意識編

回答者全員に 5ポイント

(500円オロ当)

パネル方式

e―HABIT
1,055

200202

5/16/20025/27/2002

インターネット編

回答者全員に 5ポイント

(500円相当)

パネル方式

e―HABIT
1,055

計画標本数

依頼発信前除外

1,055

0

1,055

0

調査依頼発信数

有効回収回答 (%)

無回答 (%)

未着 (%)

無接触 (%)

アクセスのみ (%)

回答送受信異常 (%)

1,055

931(882)

124(118)

0

113(107)

11(10)

1,055

896(849)

159(151)

3(03)
125 (11 8)

31(29)

アクセス数 (延べ数)

アクセスのみ (延べ数)(%*)

回答送信 (延べ数)(%*)

回答送受信異常 (延べ数)(%*)

回収回答 (延べ数)(%*)

重複回収回答 (%*)

1,136

149(131)

987(869)

987(869)

56(49)

1,153

219(190)

934 (81 0)

934 (81 0)

38 ( 3 3)

非登録者回答

ID不明回答

生起しない

7

生起 しない

6

調査依頼未達 (延べ数)

登録者数確定日時 3/25/2002 3/25/2002

リマインダー

発信数

未着数

1回 (E―mail,4/4)

356

2

1回 (E―mail,5/23)

394

4

注 1)未着 :調査依頼メールが戻ってくる (住所不明に相当)。 なお,第 1回調査では初め
2ケースの末達が生じたが電話でアドレスを再確認の後,再発送,2ケ ースとも回収
回答に至っている。また第 2回調査では初め6ケースの未達が生じたが,電話確認の
後,う ち3ケースが回答回収に至っている。

注 2)総アクセス数 (延べ数),アクセスのみ (延べ数),回答送信数 (延べ数),回収回答
数 (延べ数)に はID不明者による回答は含まれない.

間で値が類似している.こ のことから「無接触」には  ど,調査依頼に対し何らかの行動を起こしたものの,回
リソースやパネルの構築方法やその維持・管理の状態  答送信まで至らなかった回答者の数 (接触数)である。
が影響する可育旨性が示唆される。           表 A2,表 A3か ら,リ ソース間での違いは確かにある
「アクセスのみJは調査票ページにアクセスするな  ようで,しかも共通して第 2回調査でこの値がほぼ倍
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増している。またここには記載しないが,第 2回調査
での平均回答所要時間は第 1回 よりも長 く,こ れを考
慮すると,「アクセスのみJに は調査の内容や量が影響

することが考えられる。

「回答送受信異常Jは ,回答者が回答送信の操作を
行ったとの記録があるにも関わらず回答データが取得

されなかった数である.郵送調査における郵便事故に
類似する。必ずしも調査実施機関の問題だけでなく,イ

ンターネットの仕組みや回答者のコンピュータ 。リテ

ラシーに起因する要素もあるだろうが,Web調査の技
術面の評価の一つの手がかりでとなる.

a2「 アクセス数Jか ら見た Web調査の質
上で述べた無回答の内訳はいずれも回答者数 (調査

客体)を基準として見たものである. ここではアクセ
ス件数 (発生事象)を基準とした考察を行う。
表 A2,表 A3に示した「アクセス数 (延べ数)Jは ,
回答者個々人を区別せずに延べで調査票への接触がど

れだけあったかを表している。 どのリソースあるいは
パネルにおいても,第 2回調査のアクセス数が第 1回
に比べて多い。また,第 2回調査では「アクセスのみ」
が増え,「回答送信数J,「回収回答数Jは減っているこ

とが共通しているのも興味深い。つまリアクセスはす

るがそれが回答に結びつかなかったというケースが,

第 1回調査に比べ第 2回で増えていることを意味す

る。おそらくは両調査の内容と量の違いに起因する現

象であると推察される。たとえばアクセス数に対する

回収回答数の割合 (%)を 回答の「完遂率Jと 定義す
ると, こうした現象を計量的に言己述することも可能と

なる(今回の場合の完遂率は,第 1回調査 :DENTSU
R―net= 744%, Hot Panel=663%,e― HABIT=
869%;第 2回調査 :DENTSU R net=645%,Hot
Panel=495%,e―HABIT=810%, となった).
以上にみるように,イ ンターネット調査, とくに

Web調査を通切に使いこなすには,そ の調査の質をい
かに計量的な指標として記述し評価するかが不可欠で

ある。とくに,回答者行動の追跡方法 (ト ラッキング)
と,そ の具体的な技法を実装したインターネット調査
システムを組織的に構築することが重要であること

を, これらの結果が示している.こ うしたシステムか

ら得られるデータを詳細分析することにより, リソー

スやパネルの維持管理状態,調査票設計,回答取得シ
ステム等の適切な評価方式や調査自体の質の評価に有

効な各種指標を得られることを示唆している.同時に,

こうした結果は,イ ンターネット調査の特性を,従来

型調査 との対比の中で客観的かつ実証的に議論するこ

とか ら得 られるものであ り,調査機関 。研究者間のコ

ラボレーションが肝要であるとの我々の主張を裏付け

るものである.も ちろん,本稿に述べたことが,イ ン
ターネット調査が抱える,無数にある本質的な問題の
解決に直ちに結びつ くとは限 らない.しかしなが ら,こ

うした実験調査や調査現場 との共同研究を継続的に続

けることこそが,問題解決への早道であることは間違
いない .
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